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電子 黒板 ・ タ ブレ ッ ト端末等の活用に よる防災無線 LAN 学習
　 一 光イ ンターネ ッ ト回線 とス ーパ ー WiFi無線通信併用 に よる防災遠隔授業一
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〈 概要 〉　本研 究 で は急 速 に 教 育現場 で 利活用 が 進 ん で い る 工CT機器 の 電子黒板 （⊥WB） と タ ブ レ

ッ ト端末が 、如何に琉球大学の 島嶼防災研究セ ン ター （波平セ ン タ
ー

長）の 光 フ ァ イバ ー
イ ン タ

ー
ネ ッ ト回線 とホ ワ イ トス ベ ー

ス 通信に よる ス
ーパ ーWiFi無線通信を用 い 、島嶼地城の遠隔防災

教育に役 立 て るか を模索する もの で あ る rt 本稿で は 、全 学部 の 組織的な取組、防災遠隔教育 の 概

念や構想 が中心 となる こ とか ら電 子黒板、タブ レ ッ ト端 末、PC 等の 詳細な利活用 の 内容に は触

・r
’Lて い ない 。琉球人学が 沖縄県 の 唯

・
の 国立大学法人 と し て の 大規模な地域貢献活動 の 環 と位

置付 け て い る 。

〈 キーワー
ド〉　電子黒板、タ ブ レ ッ ト、ス ーパ ーWiFi無線通信 、防災遠隔 教育

1．は じ め に

　2011年 の 東 口本大震災以降、日本国内 で は 、

南海 トラ フ をは じめ とす る大地震 による津波

の 脅威が ク ロ ーズ ア ッ プ され て い る。沖縄 県

も例外 で は な く、む し ろ 、津 波、集 中豪雨 、

台風等 の 自然 災害に備 えた防災 シ ス テ ム の 整

備は 、地元 の 強い 社会的要求 で あ る ［1］u

　島嶼防災研 究セ ン タ
ー

は、平成25年度 よ り、
こ れ ま で の 研究成果を基 に 、 全 学部 （工 学部 ・

医学部
・農学部 ・

理学部 ・教育学部 ・観光産

業科学部 ・法文学部等） の 協力体制 で 、島嶼

県沖縄にお ける自然災害や不測 の 事態に備え

て 、住 民や 旅行者等 に 、宿 泊設備 や医療設備

等 ハ ー ドウ ェ ア機能、安否情報、復興 ・攴援

情報等 ソ フ トウ ェ ア 機能 、災害時の 備 え る 災

害 ・防災教育や啓蒙活動 とい っ た ヒ ュ
ー

マ ン

ウ ェ ア機能 等を 整備 し、実装す る た め の 研 究

を 推進 し て い る［1］。そ の
一

環 と し て 、防災遠

隔 教育 コ ン テ ン ツ を、高速通信 と、高精細な

電 子黒板 、タ ブ レ ッ ト、P〔：を活 用 して 、近 隣

の 地方 自治体、家庭、個人 、離島教育現場に 、

高 品 位な遠 隔授業を実現す る 必 要があ る ［1］。

　著者 の 米盛 は教育学部を代表 し遠隔教育教

授の 視点か ら、波平は 島嶼防災研 究 セ ン タ
ー

長 の 立場 か ら研 究を行 うこ とに な っ た、

　各学部は 各 々 の 専門領域 にお い て 課題研 究

を推進する。工 学部で は 、  防災、  災害時

電源機 能、  災害時通信機能 、  データ バ ソ

グ ア ッ プ機能、  建物 ・設備 ・交通等生活 イ

ン フ ラ等、医学部で は 、  防災 ・災害時 医療

体制 の 整備、  災害救急遠隔医療、  防疫 ・

感染症対策等、農学部で は 、  土砂崩れ ・流

水対応 、  屋 内 植 物 工 場等 、理 学部と教育学

部で は 、  防災 ・災害時 にお け る住民や旅行

者等 に 対 す る防災
・災害教育支援、  島嶼遠

隔防災教育、  災害 ・防 災情報 共 有 ポ ータ ル

等、観光産業 科学学部 で は 、  災害時 の 旅行

者 の 受 け 入 れ 、  旅 行者情報 の 管理 等、法 文

学部 で は、  災害・防災時に お ける法的考察、

  個人 と公 共 の権利 等 に つ い て 研 究 して い る

［1］v

2 ．光 フ ァ イ バ ＋ ス
ーパ ーWiFi無線 通信 によ

　　 る防災遠隔授業［2−6］

　島1嶼部を抱 え る沖縄県 に お い て 、離島教育

格 差解消 に資す る防災遠隔授業 の 実現する に

は 以 トの 点 が重要 とな る。図 1 に、島嶼防災

研 究シ ス テ ム の組織図を、図 2 に、島嶼防災

シ ス テ ム の 遠隔授業用教育メデ ィ ア を 示 す。

（1）防災シ ス テ ム の 通信機 能を、目常的 に、島

嶼部の遠隔授業に利活用する。島に おける遠

隔授業 は、教育学部に蓄積 し た成果があ る。

（2＞光フ ァ イバ ＋ ス
ーパ ーWiFi無線通信 をハ

イブ リ ッ ドに活用 し て 、低 コ ス トで 高機能通

信を遠隔授業に 提供す る 。

（3＞ス
ーパ ーWjFi通信、蓄積 した 教育 コ ン テ ン

ツ と、電子黒板や PCを活用 した遠隔教育法に

よ り、島嶼部の 遠隔授業を効果的 に 推進す る。

（4＞動 画を含む教 育コ ン テ ン ツ は、琉球大学内

の デ
ー

タ バ ッ ク ア ッ プセ ン タ
ー

で
一

括管理 し

て、全国 の 教育機関に配信する 。

（5）光 フ ァ イ バ とス ーパ ーWiFi無線通信で 、琉

球大学 と離島間の分校 ・家庭 間を結ぶ。光 フ

ァ イバ を利用 できない 島嶼部や山間部で は 、

＊1Y ・ nemori ，　Tokuichi ：琉球 大学教育学部　 e
−
mail ：yonemort ＠edu ．u−ryukyu ．　ac ．　jp ＊2　Namih 正ra ，

Yoshinori ：琉球大学島嶼防災研究セ ン タ
ー

　 e
−
mail ： namihira ＠eee ．　u−ryukyu ．　ac．　jp
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（課 題 研究）デ ィ ジ タル ア
ーカ イ ブ の 研 究 と実 践

テ レ ビ 電波を活用 した ス ーパ ーWiFi無線通信

を構築 して、高速な通信で結ぶ。

（6） ス
ーパ ーWiFi無線通信は 、 ア ナ ロ グテ レ

ビ電波を活用 した無線通信で、高速で遠距離

の 通信 に対応す る 。

図 1 島嶼 防災 研究 シス テ ムの 組繊図

し て 、 本学と島嶼部 は 内線電話 化 して 無料通

話 が、域外 には IP電話によ る低 コ ス ト通話が

実現す る［1］。

（7）遠隔授 業シ ス テ ム ［2−6］

　沖縄本 島 と離島間 で 、光 フ ァ イバ とス
ーパ

ーWiFi無線通信を ハ イ ブ リッ ド運用 して 、高

速 ・大容 量な情報 を送受信す る。 離島 で は ス

ーパ ーWiFi無線通信で 、分校や各家庭 と情報

を送受信す る。本校と離島の 分校 ・家庭間で

は 、 電子 黒板や PC を活用 して 、 リア ル タイ ム

遠隔事業を実現す る。

4 ．NTT西 日本の 光フ ァ イバ 回線の利用

　NTT 西 日本 で は 、 地域振興 ・活性化に向 けた

地域貢献等に寄与するた め、沖縄本島、宮古

島、石垣島 へ の 新規 340km 無 中継光増幅 WDM （波

長多重）［7］光海底 ケ
ーブ ル シ ス テ ム が敷設 さ

れ 、2005年 3月 か ら 運 用 開始 さ れ て い る ［8］。
　本 シ ス テ ム に よ り、宮古 島、石 垣島にお い

て もブ ロ ー ドバ ン ド光通 信 サー ビ ス が 可 能 と

な っ た ［8］。

　本 シ ス テ ム に適用 し た主 な技術は 、以下 の

通 りで あ る［8］・

1 ） ラ マ ン 増rl届効果 を併用 した 遠隔励 起光増

　　 幅技術 ［8］

　 受信局 か ら波長1．48prn，最大光パ ワ
・一一IW

　 の 励 起光 を送 出す る こ とに よ り、海 中 に 設

　置 した光増幅装置内 の エ ル ビ ウム 　 ドープ

　 フ ァ イ バ （EDF）を、そ の 励起光 によ っ て 遠隔

　励 起 して 信 号光 を増幅す る技術で ある。
瞳人携蒂へ

図 2　島嶼防災シス テ厶 の遠隔授業用教育 メディ ァ

  コ グ ニ テ ィ ブ 通信制御方式 を導入 し、光 フ

ァ イ バ とWiFiを最適に 運用 で き る ハ イ ブ リ ッ

ド通信シ ス テ ム に よ り、高機能で ありなが ら

低 コ ス トを実現す る［1｝。

（8）開発 した教育 コ ン テ ン ツ を、高速通信 と、

高精細な電子黒板や PCを活用 し て、本校 と分

校 ・家庭 の 間で 、 高品位な遠隔授業を実現す

る．現状で は通信回線の制限で 、高品質の教

育 コ ン テ ン ツ を十分 に活用 で きない
。

　なお 、災害発 生時に は独 自の 通信手段 と し

て活用する。

　通信 の 制御は管理者 の 下 にあ り、通信事業

者に よ る通信遮断や通話制 限等の 影響 を受 け

ない 。ま た 、Windows 配 下 で IPア ドレ ス を管理

2 ） 波長 分散補償技術 ［8］

　　本 シ ス テ ム の 信号 速度 は、た か だ か 2．6

Gbit／s で あ るが、出力光パ ワ
ー

が 20dBm と高

　い ため、非線形現象の 自己位相変調（SPM）に

　よ り、光パ ル ス が広 がるた め 、分散 トレ ラ ン

ス は、約 1500ps〆n 皿程度に低 下す る。

　　
一

方、適用 した 石 英 コ ア 光フ ァ イ バ 350k皿

の総波長分散量は、65    ps ／nm ＠1550nmと大き

　い ため光パ ル ス が広 が る。 そ こ で、本装置で

　は 、分散補償 フ ァ イ バ を使用 し、伝送ケ
ーブ

ル の 波長分散 を補償 して い る。

　 こ こ で 使用 した、極低損失の 石 英 コ ア 光フ

ァ イ バ は、国際 電気通信連合一
電 気通信標準

化部門 （ITU−T）の G．654フ ァ イ バ で 、通称波平

フ ァ イバ とも呼ばれ て お り［7］、1994年 に 目米

間で KDD／AT＆Tの 第 4 太洋横断光海底ケ
ー

ブ ル

の 伝送フ ァ イバ と し て も実用化 されて い る

［7ユ。
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　石垣 島
一

西表島
一

与那 国島間 は 、テ レ ビ 用

と し て 田 F 帯 が 、電話川 と し て マ イ ク ロ 波帯

の 無線通信が 使用 され て い る ［9］。
　光 フ ァ イ バ に よ る有線通信 も携帯電話 など

の 無線通信 も、同 様に マ ッ ク ス ウ ェ ル の 方程

式を用 い るの で 、有線通信か 無線通信か の 違

い は あ る が 、例 え る な ら 申 の 両 輪の 技術 で あ

る［9］。

無 中 継 光 海 底ケ
ー

フ ル ITU−T　6．654 肋．照 　・一一．一，，〆

　　｛通称 ：波平 フ ア イノ

石 垣 島 　宮古島

．．

a
　
t／；・　；

　　　 丶 ノ

、
ド！

　　‘
・1ヒ
嬉・s’

・ ズ ゲ 》
　 　 欝 沖 韆 本島諾

ぢ
　 　 　 　 　 　 　 　 海 底 光 （新設 ｝
海 底 光 （新設）

　 （1gggef　沖 縄本 島 有 古島 間　 世界最 長 340km ）

図 3　NTT西 日本 光 フ ァ イバ 回 線 （波平 フ ァ イバ ）

5 ．電子黒板 を利用 と併用 の ビ デ オ会議

　電 子 黒板は教師陣各 々 が 教育 目的 に応 じて

対面 型 少 人 数グル ープ 向 け に 講演 ・講義 に利

活用 で きる。しか し遠隔地域に 対 して は テ レ

ビ 会議 シ ス テ ム を併用 し て 行 う必要 が あ る、t

　テ レ ビ 会議 は 映像発信 が 中心 と な る、ネ ッ

・ワ
ー

ク セ キ ュ リテ ィ
ー

（フ ァ イヤ
ー

ウ ォ
ー

ル ） の 条件設定が 高く、全国 の 全 て の 教育現

揚 で 映像受信に制限 が 発生 し、ビデオ 会議 と

して の 映像 の 双 方 向で の 通信が実現 で きな い

ケ ース が頻繁に 起 きて い る。こ の 問題 を解決

す る た め に、フ ァ イヤ
ー

ウォ
ー

ル を トン ネ リ

ン グす るサ
ーバ ー

機能追加 とシ ス テ ム の 充実

を 図 る 必 要が あ る ［2
−6］、

6 ．タ ブ レ ッ トPC を用 い た e
−Learning

　タブ レ ッ トPC やタブ レ ッ ト端末を利用す

る e
−Learningは 、通常の 電 子 教材 と映像が シ

ン ク ロ ナ イ ズ し、利用者 の 理 解が 円滑 に シ ス

テ ム 上 で 促進 され る必要が ある 匚2−6］。

　理解を しやすい e
−Learη jngコ ン テ ン ツ の制

作 には、ビデオ会議機能 、ビデオ 再生機能、

聞きやすい 音声再生機能 、高精細度静 止 画再

生機能 等、コ ン テ ン ツ利用 には大きなデータ

も 円滑に送受信で き る イ ン タ
ー

ネ ッ ト同線が

必要 となる ［2−6］。

　安 心 して e
−Learningを実現 で きる環境を構

築す るた め に は、全 国的な学校 に接続 され て

い る イ ン タ
ー

ネ ッ ト回 線 の ブ ロ
ー

ドバ ン ド

（広帯 域）化 が 不可欠で あ る ，

　また e
−Learning の 日常化 の た め に は 、コ ン

テ ン ツ の 充実 が非常に 重要 で ある。しか し、
コ ン テ ン ツ 充 実には教授陣 の 個人的協力に依

存 し て い る。 コ ン テ ン ツ 充実 の た め には、制

作倶1」の 作業 と コ ス トの 低減が 不可欠で あ る。

教授陣に とっ て 学習場而 の 映像記録 が 自動的

に生成で き る よ うにす る必 要が ある （ビ デ

オ ・オ ン ・デ マ ン ド教材 に利用） ［2−6］。

7 ．島嶼防災研 究 セ ン タ
ー

の 検討課題 ［1］

　島嶼防災シ ス テ ム の 通信機 能 の 日常的な利

活用事例であ り、所要経費の 多くを島r嶼防災

シ ス テ ム に 依存す る。

　電波 送受信 に関 して 、総務省 の 認 可が 必 要

で あ り、地元自治体の 協力が求 め られ る。

　琉球大学は、長 崎大学 ・鹿児島大学と、離

島教育に つ い て 研 究を進め て お り、学外展開

を併せ て検討す る。膨 大な量 の 教育 コ ン テ ン

ツ の 管理 と、ク ラウ ドア プ リケ ーシ ョ ン に っ

い て も研 究す る必要があ る 。

　シ ス テ ム の維持 管理 には 、 経年 して コ ス ト

負担 が 必 要 で あ る。

　沖縄県は 島嶼地域の 宿命 として 、津波災害

は避ける こ とが で きない 、予見で きな い 災害

に際 して 、人命や財産 に対 する被害を最小 限

に とどめ る防災 ・減災 ・免災シ ス テ ム 構築を

考 え る。

8．災害時に 必 要 な情報を提供する機能［1］

（D 災害時に喪失 しない 電源の確保

　 ・建物が備 え る 非常電 源 （再 生 エ ネル ギ ー、

　　 コ ージ ェ ネ発電装置）

　 ・各 装置 が 備 え る 非常電 源 （72時 間稼働，

　　太 陽光電池、リチ ウム 蓄電池等）

（2）独 自の 通信シ ス テ ム 実装

　 ・コ グ ニ テ ィ ブ通信 制御 （光回線とハ イ ブ リ

　　 ッ ド運 用、最適 通 信路確保）

　 ・IPア ドレ ス 管理 に よ る独 自通信網 （キ ャ

　　 リア依存 な し、内線化 に よる通 話）

　 ・リモ
ー トパ ワ

ーオ ン 機能 （強制的 に 情 報

　　端 末 の 電源 を 立 ち一ヒげる）

　 ・72 時間稼働 自ギ 電 源 （太陽光電池 、リ

　　チ ウム 蓄電池等 の 導入 ）

（3＞失わ れ な い 情報

　 ・災害時に も機微な情報を保全

　 ・安 全なデー
タバ ッ ク ア ッ プ セ ン タ

ー
（災

　　害時に 安全が担保 され るデー
タバ ッ ク ア
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（課 題 研 究）デ ィ ジタル ア
ー

カ イ ブの 研 究 と実践

　　ソ プ、建物の 立 地 、構 造等）

　 ・各 自治体 と ミ ラ
ー

リン グ

　 ・強固なセ キ ュ リテ ィ 機能 （個人情報や被

　 災状況等情報 を保護 す る。）

　 ・必 要 な情報 を 必 要 な者に 提供 、地 域防災

　 SNS を構築 して 実現す る。

  平常時に お け る 通信機能の 活用

　島嶼にお け る遠隔授業、地域防犯 ： 監視カ

　メ ラ ＋通 信機 能 ＋ モ ニ ター、地域 に お け る 生

活支援が考えられ る。

9．おわ りに

　本研 究は 、既存研究成果 を具現化す る 事 業、

継続中の 課題 を深耕する研究、新たな課題に

取 り組 む研 究 を通 じて 、民間企 業、他大学 、

国権機関と連携する こ とに よ り、中堅 ・若手

研究者を育成 して 地域社会に貢献する事や 、

そ の 成果を東ア ジア 圏をは じ め とする国 々 に

供与す る こ とによ り、国際 貢献を目指す こ と

も重要 な 目的 と位置付 け られ る［1］。
　沖縄県に お い て 自然災害、と りわ け津波災

害 に備 える こ とは重要 な社 会的課 題 ・要 求 で

あ り、本学は海抜100M以上 に位置 して お り、

地域社 会と共生す る とい う見地 か らも、住 民

や旅行者 の 総合避難所イ ン フ ラの 整備が期待

され て い る ［1］。

　各学部 が 蓄積 した研 究成 果、既 存化技術 、

或は深耕中の研究や新 し い課題研究の 中か ら、

総合避難所 に必要 な機能を、民間企業や 国権

機関と産 学官連携を図 りなが ら実装する ［1］。
　 これ らの過程にお い て 、要素研 究や技術を

最適化 して 融合 す る方 法論 を確 立 して 、学外

へ の 波及 を図 る ［1］。

　沖縄県は地政学的背 景か ら、他 の 都道府 県

か らの 支援 が 受 け難 く、再生可能 エ ネ ル ギ
ー

発電 、 化石 燃料発電 、 電気 自動車発電、ス マ

ー
トグリ ッ ド等 を融合 した ハ イブ リ ッ ド無停

電電源や、災害時に独 自にイ ン ターネ ッ トア

クセ ス や音声通話 を確保す るた めに、旧アナ

ロ グ テ レ ビ 電波 を活用す る ホ ワ イ トス ペ ー
ス

通信シ ス テ ム の 研究は 重要 な課題 で あ り、産

学官連携を推進 しなが ら取 り組む ［1コ。

　更 に 、総合避 難所は ハ ー ドウ ェ ア 機能だけ

で は な く、QOL （ク オ リテ ィ
・オ ブ ・

ライ フ ：

生活 の質）の 充実 を 図 り、災害 ・防災時 医療

体制 、 災害時 の 情報共有ポ
ー

タル 、あ る い は

災害に備え て 定期的 に 実施 され る住民向 けや

遠隔離島にお ける災害 ・防災教育 ・災害緊急

遠隔医療等は 、総合大学が 取 り組 む べ き課題

で あ る ［1］、

　こ れ らの 取組 み の 成果 は 、災害時 に住民 や

旅行者 の 安全を担保す るだ けで な く、産 学官

連携を通 じ て 、派生研 究や製品化を推進 し、

地城に 貢献す る人材 を育成 し、地 元 の 活性 化

に 貢献す る。
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